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第５回国土利用計画研究会資料 森林の国民的経営と選択的管理 
 

論点 論点の細目 基本的な考え方（試案） 
基本認識 ○森林は国土の約７割を占める重要な構成要素。 

○林産物に限らず、森林から多くの恩恵を享受しており、地球温暖化対策、生物多

様性の確保など新たな観点も含めて森林の多面的機能の重要性が再認識されてい

る。その多面的機能の発揮のための管理について、明確にする必要がある。 

国土利用上、どうい

う森林を目指すのか 

目指すべき森林の状態 ○それぞれの森林について、十分な機能発揮がされるよう、目的に応じ必要な管理

がなされている。 
○目的に応じた必要な管理は、常にコスト意識を持って行われている。 
○現状の面積確保はもちろんのこと、「水と緑のネットワーク」形成など、その質

についても維持されている。 
現状からの見通し ○戦後植林した森林において蓄積は増えており、現在の供給量の 2.5 倍程度は今後

安定的に供給が可能。 
○林業生産活動の停滞により林業従事者の減。現状のまま推移すれば、2025 年の

林業従業者数は 2.6 万人～4.1 万人の見通し。 
新たな動向等 ○林産物を木質バイオマス資源として、エネルギー、製品利用。 

○木材利用量の約８割を外材に頼る一方で、中国、韓国への杉材の輸出の動き。 

将来、林業活動の一

環として森林管理を

行い得るのか。 

今後の見通し ○生産性向上とマーケットの開拓により、国産材利用量増加の可能性。 
○良好な管理による森林の機能として、C０２吸収源。バイオマス利用と併せて地

球温暖化対策。森林が C０２吸収源であるためには、持続可能な木材利用が必要。

○全ての森林を林業生産活動により管理することは困難であり、その森林の機能に

応じた区分と機能発揮するための管理が必要。 

資料２－１ 



 2

 
論点 論点の細目 基本的な考え方（試案） 

基本的な考え方 
 
 

○森林を林業活動の場としてだけではなく、多面的機能の発揮を通じて多様な主体

に恵沢をもたらす「公共財」的なものと考える。 
○従来の管理者である森林所有者、林業従事者を中心に、企業、地方公共団体、都

市住民、NPO 等、多様な主体が積極的に森林管理に参画することが望ましい。 
○参画の方法については、対象となる森林、参画する主体等により様々な方法が考

えられる。 
 

「国民的経営」の役割 ○多様な主体が管理に参画することによって、その森林の地域特性に応じた適切な

管理が期待される。 
○より多くの人口が森林管理に関わることにより、森林の多面的機能の享受の機会

が増大する。 
 

「国民的経営」をど

う進めるのか。 

「国民的経営」の留意点 ○森林の管理活動に対し、その収益に直接得ることが困難であることから、地方自

治体等により多様な主体の参画の誘導を図る等の対策が必要。 
○適切な管理のための管理参画主体が確保できない森林は私有林であることから、

国、地方公共団体の直接の管理への参画（森林税、緑の雇用等）に対しては、注意

が必要。 
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論点 論点の細目 基本的な考え方（試案） 

基本的な考え方 
 

○将来の管理人口や財政逼迫に対応し得るよう、少ない管理資源でも多面積の森林

管理が行い得るようにする。 
○例えば、森林を①管理水準を維持する森林、②管理水準を抑制する森林、③従来

の姿に回復する森林に類型化。 
 

「選択的管理」の具体的な方向

性 
○多くの森林は、林業生産活動によりその維持管理がなされてきたことから、「管

理水準」はすなわち林業生産活動を従来の管理水準とする。 
○「管理水準を維持する森林」とは、健全な林業経営によってその管理がなされ、

効率的に林業生産活動を行う。 
○「管理水準を抑制する森林」とは、林業生産活動がなされてきたが、今後は林業

生産より森林の多面的機能の発揮を重視する森林であり、林業生産活動の余地を残

しつつ、多面的機能を十分に発揮する低投入管理を行う。 
○「従来の姿に回復する森林」とは、今後の人口減少等により管理のための労働力

が確保できない等の諸条件により林業生産活動のみならず多面的機能発揮のため

の管理も困難となり得る森林であり、管理のための投入量を可能な限り抑えるよう

な対策が必要。 

「選択的管理」をど

う進めるのか。 

「選択的管理」の留意点 ○「水と緑のネットワーク」に配慮し、奥山から里山、上流から下流といった生態

系等のネットワークを分断しない森林管理の形態とする。 
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現状からの見通し（現状から利用可能な資源量の試算）森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

森林の成長量分の範囲内で森林資源を利用することにより、資源量を減少させることなく持続的な森林利用
が可能となる。

＜現状での森林の供給力の試算＞

　　蓄積増加分＋伐採量＝成長量とし、

　　　H７～H13成長量＝（H13総蓄積－H7総蓄積）＋H７～H13伐採量

　　　　　　　　　　　　　　＝（4,040百万m3－3,483百万m3）＋182百万m3

　　　　　　　　　　　　　　＝739百万m3

　　　よって、１年当たり成長量＝739百万m3／７年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝106百万m3／年

　　　一方、森林のCO2吸収として1300万炭素トンを蓄積する必要があり、木材としての蓄積量に換算すると

　　　　　　　　　　　　　　　　33百万m3／年

　　　成長量の中で持続的に可能な資源量＝106百万m3－33百万m3　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝73百万m3

　　　実際に伐採可能な森林の割合を森林全体の７割、素材生産の歩留を８割とすれば、

　　　持続的に利用できる森林資源の供給量＝73百万m3×0.7×0.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝41百万m3／年　　（H15国産材利用量の約2.5倍）
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理 現状からの見通し（現状から利用可能な資源量の試算）

森林蓄積の推移
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出典：林野庁「木材需給表」をもとに国土交通省国土計画局作成

林野庁　森林資源の現況（平成14年3月31日現在）
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理 地球温暖化対策　森林のＣＯ2吸収源

森林・林業基本計画の目標を達成した場合の吸収量確保の見通し 平成10年～14年ベースで推移した場合の吸収量確保の見通し

２０１０年

吸収量算定対象

ha約1750万

※ 炭素への換算係数は、樹種、林齢ごとの成長量育成林

等の加重平均により算出（育成林は約1.77 、約1160万 育成林の適切ha Ct/ha

天然生林は約0.90 ）な整備･保全 Ct/ha

ha約1160万

議定書上の

吸収量

約1300万

吸収量 炭素ﾄﾝ

天然生林 保安林等の 約2580万

約1350万 保全･管理 炭素ﾄﾝha

ha約 590万

木材供給量

その他 約1270万

約 760万 炭素ﾄﾝha

２０１０年

吸収量算定対象

ha約1410万

育成林 必要な整備等

約1160万 が未実施ha

育成林の適切

な整備･保全

ha約 830万

議定書上の吸収量

天然生林 保安林等の 約1030万

約1350万 保全･管理 吸収量 炭素ﾄﾝha

約 590万 約2000万ha

炭素ﾄﾝ

木材供給量

その他 約960万

約 760万 炭素ﾄﾝha

※ 吸収量の見通しは補正予算による実績も含めて推計

※ 保安林等の森林は十全に保全・管理がなされているものと想定

林業生産活動が停滞すると、森林
経営の範囲も狭まり、森林吸収の
算定対象も限定

適切な森林整備・保全の確保
が必要

（平成16年5月31日林政審議会･林野庁提出資料を国土交通省が一部修正）
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理 林業の現状

・和歌山県の会社（資本金１０００万円）　・磨丸太生産とスギ、ヒノキの高品質、大径材生産の複合経営を目標
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・磨丸太生産林及び大経材生産林では１５０ｍ/ｈａの高密度路網を整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社長個人の所有林１８０ｈａの施業を受託　　　　　　　　

３２００万円２９００ｍ３常用雇用１０名で　
延べ２２４８人日　　
臨時雇用５名で　　
延べ２１０人日

スギ６６％

ヒノキ３３％

マツ１％

７７％３７７ha

事
例
５

・愛知県の林家　　・所有森林の大半が間伐対象森林で、中丸太生産を実施

　　　　　　　　　　　　・積極的に施業受託を実施（受託森林計１０ha）

４６０万円３４０ｍ３経営主１人で延べ　
２２０人日

スギ６１％

ヒノキ３９％

９１％２６ha

事
例
４

・富山県の林家　　・８０～１２０年生のスギ、ヒノキの大径材生産を目標

　　　　　　　　　　　　・若齢級から徹底した保育を実施

　　　　　　　　　　　　・ワサビ漬けも生産

７８万円４０ｍ3臨時雇用2名で　　
延べ１２０人日

経営主と次男の2人
で延べ８５人日

スギ１００％（うちスギ・ヒノ
キの複層林0.5％）

５４％４０ha

事
例
３

・福岡県の林家　　・スギの無節優良大径木の生産を目標

　　　　　　　　　　　　・しいたけ、米及び茶の生産による農林複合経営を実施

２８０万円６００ｍ3臨時雇用３名で　　
延べ３００人日

夫妻と長男夫婦の　
４人で延べ２００人日

スギ９８％

ヒノキ２％

８６％７７ha

事
例
２

・新潟県の林家　　・複層林では、多様な丸太の生産を目標に複数の樹種を下層木として植栽

　　　　　　　　　　　　・集約林では、磨丸太等の付加価値の高い丸太を生産
　　　　　　　　　　　　・複層林、集約林では、１５０ｍ/haの高密度網を整備

　　　　　　　　　　　　・地域の林業者等と共同体を組織し、共同利用の高性能林業機械を用いて素材生産を実施

１１００万円１３００ｍ３臨時雇用２名で　　
延べ２００人日

夫婦２人で述べ１８０
人日

スギ９７％

アカマツ・その他３％

９１％１１８ha

事
例
１

雇用労働自家労働

年間林業所得年間伐採材積延べ年間労働投下量人工林の樹種人工林率森林面積

林業経営の事例

出典：平成１２年　林業の動向に関する年次報告より
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理 林業・木材産業の現状（総括）

○流通の合理化○原木市場の役割が依然重視されている
○国産製品材の流通は、プレカット化により製品
流通に変化の兆し

木
材
流
通

○低コスト化のための規模拡大等による体制整備
○製品の品質、性能の向上及び明確化
○供給ロットの拡大

○小規模な工場が主体
○高コスト、小ロット、品質・性能の明確な製品の
供給量が少ない
○乾燥材も生産施設の整備等が進んでおらず需
要者ニーズへの対応は不十分

木
材
加
工

○高性能林業機械の導入、活用
○適切な作業方法の導入
○合併・協業化、広域化等による事業規模の拡大
○供給ロットの拡大と安定的な供給

○零細な事業体
○コスト削減、ロット拡大が不十分

素
材
生
産

課　　題現　　状

森
林
所
有
者

素
材
生
産
業
者

原
木
市
場

製
材
工
場

製
品
市
場

木
材
販
売
業
者

プ
レ
カ
ッ
ト
工
場

住
宅
供
給
者

（参考）一般的な木材流通
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素材生産森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

・素材生産事業体は小規模なものが多いが、素材生産量は年間素材生産量5000m3以上の事業体で約６割を占める

・高性能林業機械の導入や作業方法の選択、施業の集約化により労働生産性は向上

　素材５０ｍ3以上の林業事業体の素材生産規模別の労働生
産性をみると、規模の大きな林業事業体ほど労働生産性が高
い。これは規模の大きな事業体ほど高性能林業機械の利用率
が高く、その利用の有無が生産性に大きく影響を与えているも
のと考えられる。

事例　機械化作業に適した施業方法の選択（長崎県・愛媛県）

　列状間伐は伐採列が直線であるため機械的に集材が容易であるとういう利点がある。長崎県
の長崎南部森林組合では平成5年度より列状間伐を実施しており平成5年時の間伐での労働生
産性1.3ｍ3/人日が平成14年には2.6ｍ3/人日まで高まった。

　愛媛県林業技術センターの研究ではタワーヤーダーを使用し、集材距離１００ｍの場合、従来
の間伐の労働生産性1.8ｍ3/人日が、列状間伐を行うと2.8ｍ3/人日まで高まった。またスイング
ヤーダを使用し、平均集材距離50ｍの場合、従来の労働生産性2.2ｍ3/人日が、列状間伐を行
うと4.1ｍ3/人日まで高まった。

事例　共同実施による施業の集約化（高知県土佐町）

　高知県土佐町では、団地化して平成11年より5年計画で約80ha（所有者３２名）を間伐してい
る。森林組合、町、県等が一体となって平成9年より2年間かけて土地所有者の合意形成を図り、
共同施業を行った。その結果、個々で間伐を行っていた従来の標準的な生産性2.0ｍ3/人日が
平成13年度には5.1ｍ3/人日まで上がり効率化が図られた。

素材生産量50ｍ3以上の事業体の規模別割合

1952 1028 981 1057 979
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「2000年世界農林業センサス」より国土計画局作成

「2000年世界農林業センサス」より国土計画局作成

林野庁「平成14年度　林業機械保有状況調査結果」より国土計画局作成

事例の出典：平成15年度林業の動向に関する年次報告

規模別素材生産量の割合
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木材加工森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

・小規模な製材工場が主体

・品質・性能が安定している集成材の利用が高まっているものの、国産材を使用した集成材の生産量は低位

・地域別の製材工場数と素材入荷量をみると九州で国産材を扱う工場の割合が高い

製材工場数と素材入荷量
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千ｍ3

集成材生産量 集成材は人工乾燥材と同様に寸法の変化が少なく、
プレカット化の進展に対応しているため、住宅の柱
材として利用が高まっており、生産量、輸入量とも増
加しているが、国内生産の集成材の原料は輸入が
大半を占め、国産材の割合は１３％にすぎない。

日本集成材工業共同組合調べより国土計画局作成

948 2468 3849 1766 1398

0% 20% 40% 60% 80% 100%

出力別工場数

7.5～22.5ｋｗ未満

22.5～37.5ｋｗ未満

37.5～75.0ｋｗ未満

75.0～150.0ｋｗ未満

150.0ｋｗ以上

農水省　製材統計基礎調査より国土計画局作成

農水省　製材統計基礎調査より国土計画局作成
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木材流通森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

・素材（丸太）が素材生産業者等から直接製材工場等へ流通する場合、木材市売市場、木材販売業者を経由する場合等がある

・流通コスト縮減が可能な素材生産業者から製材工場への直送は微増しているが、国産材では減少

・木材市売市場の割合が増加

農水省　平成13年木材流通構造調査より国土計画局作成

素材流通割合の推移

13.4 12.2 11.6
21.1

6.8 6.8

32.7 34.4

0.2

0.4
35.2

25.1

0
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10
15
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25
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35
40
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50

H３ H１３ H３ H１３ H３ H１３

製材工場等 木材市売市場 木材販売業者

％

外材
国産材

（原木市場）

２４１６３２１１８２５６６２０９８３９１６７７２０２７６９８９８６４１２６０５１５１７１

その他ブナナラ小　計その他エゾマツ

トドマツ

カラマツヒノキスギアカマツ

クロマツ

小　計

広　　　　葉　　　　樹針　　　　葉　　　　樹

計

平成15年　樹種別素材生産量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千ｍ3）

木材需給報告書
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

地域の木材産業の連携によるバイオマス発電（岐阜県白川町）
　製材会社、建築会社、森林組合等で組織し、産直住宅の資材も供給し
ている東濃ひのき製品流通協同組合は、組合員の所から発生する木屑や
建築廃材等の未利用材を有効活用するため、木質バイオマス発電施設を
整備した。発生する電気や蒸気は、併設する木材乾燥施設等のエネルギー
として利用することとしている。また、同施設は「電気事業者による新エネ
ルギー等の利用に関する特別措置法（RPS法）」に基づく認定を受けており、
余剰電力を電力会社へ売電する予定である。

木質バイオマス

１０５３３３ペレット製造施設

２７２６２５１５１０発電機

３２４３００２４３２３３１５７木質資源利用ボイラー

Ｈ１５Ｈ１４Ｈ１３Ｈ１２Ｈ１１

木材産業における木質バイオマスエネルギー利用施設の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：基）

木質バイオマスは年間３７百万ｍ3と推計されているが、これらは製材工場残材が工場内の木材乾
燥施設の熱源等として比較的利用されているものの、半数は未利用と推計される。

１２住宅建築、解体で発生する建設発生木材

１５製材工場等で発生する端材、おが屑

１０林地内に放置された間伐木等の林地残材

木質バイオマス

　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万ｍ3）

出典：平成15年度林業の動向に関する年次報告

出典：林野庁業務資料事例の出典：平成15年度林業の動向に関する年次報告
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理 国産材の中国等への輸出

中国では経済の急速な発展により、木材需要が増加。また森林造成の重要性が広く認識され、天然
林の伐採禁止、耕地を森林へ復元する措置を講じている状況で近年木材の輸入量が急増

我が国では利用期を迎えたスギ等を中国へ輸出する動きが見られる

宮崎県

　平成15年 4月　スギ丸太　２百ｍ3を輸出

　平成15年10月　スギ・ヒノキ丸太　３５百ｍ3を輸出

島根県

　平成16年 2月　スギ・ヒノキ丸太　４千ｍ3を輸出

鹿児島県

　平成15年　9月　韓国の建築関係団体と、県産材のプレカット材等を輸出する協定を締結

出典：平成15年度林業の動向に関する年次報告
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理 森林認証制度

持続可能な森林経営を推進するため、森林認証、ラベリングは世界的進んでいる

我が国独自の森林認証制度「緑の循環認証会議」（SGEC）も創設

森林認証、ラベリング

持続可能な森林経営の行われている森林を第三者機関が評価、認証し、そこから生産された木材
を区分することにより、消費者が選択的にこれらを選別し購入できるようにする民間主体の制度

国際的

「森林管理協議会」（FSC）

　認証面積　平成15年12月　　　５８カ国　４００４万ha

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち国内１３件　約１７万５千haで平成15年度6件が認証

PEＦＣ（Programme　for　the　Eｎｄｏｒｓｅｍｅｎｔ　ｏｆ　Fｏrest　Certification　schemes）

　認証面積　平成15年11月末　１７カ国約４８９２万ha

国内

緑の循環認証会議（SGEC）
　人工林率の高さや小規模・零細な所有形態が多いことを考慮した独自の審査基準・指針
をもち、審査にあたり審査にあたり森林計画制度が活用される等の特色をもつ
　平成15年12月　約８８０haを認証　
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国民的経営森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

・森林ボランティア活動
の場の提供
・森林情報の提供
・市民の森等住民レクリェ
ーションの場としての活用

・「緑の雇用」地方公共団体

森林環境教育を行うことにより森林に対
する理解や意識の高揚を図る。

・森林環境教育の場として
の活用

・学生等のボランティア活
動

教育機関

・国産材の利用
・技術開発
・従業員、家族のレクリ
ェー

ションの場としての活用

・森林税等
・「企業の森」
管理経費の負担

・「企業の森」における
従業員等のボランティア活
動

企業

・国産材の利用・森林税等
・緑の募金等

・身近な里山林等での
ボランティア活動
・農山村交流による活動

都市住民

ボランティア活動は森林管理のみならず
多岐にわたっており、活動には期待する
ところが大きいといえるが、活動する主
たる森林や、活動者数、技術面等を考
慮すると森林管理の一翼を担うには現
状では困難と考えられる。しかしながら
森林の管理を社会全体で進めていく「力」
となりえる可能性をもつと考えられる。

・地域材・国産材の利用・森林税等
・緑の募金等

・身近な里山林等での
ボランティア活動

地域住民

森林管理の基幹的な存在であり、森林
所有者の経営意欲が向上する施策が必
要。林業従事者については緑の雇用等
で新規就業した者の定着化を図るととも
に林業生産活動の活性化等による新規
就業者の増を図ることが必要。

・後継者、新規就業者へ
の

技術の伝承
・ボランティア等の受け
入れ

と指導

・林業経営・従来の活動
（林業生産活動、従事）

森林所有者及び
林業従事者

その他の役割等資金による参画労働力による参画
留意点

森林管理の参画方法の例
管理主体
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理 国民的経営　森林ボランティアの現状（総括）

森林ボランティアの現状

○平成１５年で１１６５団体、3年間で倍増
○５０歳代が多く、都市住民の中の退職者が活動している傾向
○活動場所は都市近郊の身近な里山林での活動が主体。ボランティア団体の６割が里山林の整備等を目的
○活動する面積は３ｈａ以下が主。年間５４００～７４００haの森林を整備していると推計（国土計画局）
○年間延べ１２～３５万人程度が活動していると推定（国土計画局）。活動頻度は月１日～3ヶ月に1回程度が多い
○活動資金は補助金・助成金を受けており，会費を徴収している団体が多いが寄付金を募っている団体もある
○技能面での指導者がいる団体は６５％であるが，いない場合は地元森林組合が対応するケースが多い
○森林整備を請負で作業できる会員がいると答えた団体が４５％あり林業関係の資格を持つ会員
がいる団体も５６％であるが，技術指導は活動毎が多くチェンソー等の機械器具の使用は５７％
　

ボランティア活動の有無と森林の管理・施業について

0
5
10
15
20
25
30
35
40

広く
理解
して
もら
うい
い機
会

作
業
班
員
不
足
を
補
完

管
理
・
施
業
が
不
十
分
、
危
険
が
伴
う

ボラ
ンテ
ィア
に頼
るべ
きで
はな
い

そ
の
他

組合数

ボランティア活動によ
り森林管理・施業が行
われている

ボランティア活動によ
り森林管理・施業が行
われていない

（株）農林中金総合研究所　「第１５回森林組合アンケート調査」

より国土計画局作成

（複数回答）

　森林ボランティアは増加の傾向にあり多岐に
わたる活動を行っているが、活動の場所は都
市近郊の身近な里山林が主体で年間の参加
人数、技術面等から森林管理のもうひとつの
主体とするには現状では困難と考えられるが、
森林管理を社会全体で進めていく「力」となりえ
る可能性をもつと考えられる
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国民的経営森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

ボランティア団体数

277

581

1165

0

200
400

600
800

1000
1200

1400

平成9年 平成12年 平成15年

（団体数）

・森林づくり活動をするボランティア団体数は平成９年の約４倍に増加

・組織形態としては任意団体が大半を占める

・活動年数10年以下の団体が大半であるが、21年以上活動を続けている団体も一割程度ある。

・団体の事務所が所在する都道府県で活動する団体がほとんどを占める

組織形態別内訳

0%
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40%
50%
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100%

平成15年

その他法人
事業体
NPO法人
任意団体
社団法人
財団法人

活動年数

0

50

100

150

200

250
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以上
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６年
以上
１１
年未
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１１
年以
上１
６年
未満

１６
年以
上２
１年
未満
２１
年以
上

（団体数）

平成9年
平成12年
平成15年

86711248842合計

1311029その他の県のみ

2110146　事務所所在都道府県とその他の都道府県の両
方

833　　　　833事務所所在都道府県のみ

団体数　

団体数5箇所以上4箇所3箇所2箇所1箇所

計活動都道府県数
活動都道府県状況

活動を行う主な都道府県

林野庁　平成１６年 2月調査の森林づくり活動についてのアンケート集計結果より国土計画局作成

国民的経営　森林ボランティアの現状
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会員の職種

林業従業者が多い

農業従業者が多い

漁業従業者が多い

先生が多い

会社員（パートを含む）

が多い

公務員が多い

自営業者が多い

退職者が多い

主婦が多い

小・中・高校・大学生が

多い

子供の保護者が多い

その他の職種が多い

上記以外

林業従業者が多い

農業従業者が多い

漁業従業者が多い

先生が多い

会社員（パートを含む）が多い

公務員が多い

自営業者が多い

退職者が多い

主婦が多い

小・中・高校・大学生が多い

子供の保護者が多い

その他の職種が多い

上記以外

会員の年齢層
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団体の会員数
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5
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3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成12年

平成15年

１０人未満
１０～５０人未満
５０～１００人未満

１００～５００人未満
５００～１０００人未満
１０００人以上

森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

・団体の規模は１００人未満の会員で構成された団体が多い

・会員の年齢層は５０歳～６０歳未満の階層が多く、比較的高齢の構成となっている。

・団体を構成する会員の特徴は都市住民が多く、退職者が目立つ。また農林水産業では漁業従
事者が多くなっているのも特徴。

住民について

都市住民が多い

山村住民が多い

上記以外

都市住民が多い
山村住民が多い
上記以外

林野庁　平成１６年 2月調査の森林づくり活動についてのアンケート集計結果より国土計画局作成

国民的経営　森林ボランティアの現状
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活動頻度
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

・約６割の団体が里山林等身近な森林を整備・保全することを活動の目的としており、また、一箇
所の森林を活動場所とするものから数箇所を活動場所とするものまで多岐にわたる。

・年間の総参加人数が５００人未満の規模で活動を行っている団体がほとんどで、活動頻度は月
1日から3ヶ月に1日程度が多い

活動場所の箇所数

0 200 400 600 800 1000

平成１２年度

平成１５年度

定まった箇所はない

1箇所

２～５箇所

６箇所以上

国民的経営

活動の目的
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団体数 （複数回答　母数：８４９）

林野庁　平成１６年 2月調査の森林づくり活動についてのアンケート集計結果より国土計画局作成

国民的経営　森林ボランティアの現状

森林づくり活動への年間総参加人数
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

過去一年間に実施した作業
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活動の対象森林
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活動している森林の所有者
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平成９年度

平成１２年度

平成１５年度

・活動の対象森林は雑木林を含む天然林が多いが、作業では下刈や植栽が多く、活動の対象森林の
林齢の平均は２４年となっている。

・活動の面積は3ha以下がほとんどである。

・活動の対象森林の所有者は個人と市町村がほとんどであり、所有者とは取り決めをしていない場合
が平成15年度は4割近くあるが、何らかの取り決めをする傾向にある。

所有者との取り決め
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収
林
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団体数

平成９年度

平成１２年度

平成１５年度

（平成１２年度は竹林の区分なし）
（平成９，１２年度は共有林、財産区の区分なし）

（複数回答　母数：８３０）

（複数回答　母数：８４０）
（複数回答　母数：８４５）

林野庁　平成１６年 2月調査の森林づくり活動についてのアンケート集計結果より国土計画局作成

国民的経営　森林ボランティアの現状
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参加ネットワークの種類
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年間計画の作成方法
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作成

そ
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

活動対象森林への距離
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857計

404作成していない

453作成している

年間計画作成の有無

・活動対象森林との距離を見ると近くで活動している団体が多いことがわかる。

・年間の作業計画を作成している団体は半数を超えており、それは団体スタッフ等が作成している。

・他団体とのネットワークに参加している団体は約6割で、都道府県内の森林に関するネットワークに参
加している団体が多い。

357参加していない

493参加している

他団体とのネットワークに参加の有無

林野庁　平成１６年 2月調査の森林づくり活動についてのアンケート集計結果より国土計画局作成

国民的経営　森林ボランティアの現状
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

・活動資金は補助金・助成金を受け、会費を徴収している団体が多い

林野庁　平成１６年 2月調査の森林づくり活動についてのアンケート集計結果より国土計画局作成

国民的経営　森林ボランティアの現状

-1563合　　　　計

25196その他

18143収益事業

31239うち緑の募金、森林基金

66509補助金・助成金等

967うち企業

29227寄付金

39299うち定期的に徴収

63488会費

割合（％）回答数

平成１５年度

資金獲得方法

母数 ７７１
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理

技能面での指導者の有無
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・技術面での指導者がいる団体の割合は低下

・いない場合は森林組合からのアドバイスが多い

林野庁　平成１６年 2月調査の森林づくり活動についてのアンケート集計結果より国土計画局作成

国民的経営　森林ボランティアの現状



24

チェンソー等の機械器具使用の有無
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講
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・請負作業ができる者の有無では「いる」が４５％で林業関係等資格取得者の有無では「いる」が５６％

・会員や参加者への技術指導は、活動毎が多数を占める

・チェンソー等機械器具を使用する活動を行う団体は５７％

（複数回答　母数８３５）

（複数回答）
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森林、農地の国民的経営、国土の選択的管理 不在村所有森林の推移

地域別の不在村率の推移
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中国
四国
九州
全国

・不在村所有森林を地域別にみると大都市圏を抱える地域の割合が高い

・保有山林が遠方に所在する林家ほど森林整備の実施割合が低い

出典：平成15年度林業の動向に関する年次報告

「2000年世界農林業センサス」より国土計画局作成


